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金融商品取引法等の一部を改正する法律案要綱 

 我が国の金融・資本市場について総合的な魅力を高めるため、インターネットを通

じて多数の者から少額ずつ資金を集める仕組みを取り扱う金融商品取引業者に係る

規制の整備、上場企業に係る開示規制の見直し、ファンドの販売を行う金融商品取引

業者に係る規制の強化等の措置を講ずる必要がある。このため、金融商品取引法その

他の関係法律の整備を行うこととする。 

一 金融商品取引法の一部改正（第１条関係） 

１．上場企業の資金調達に係る規制の見直し 

⑴ 虚偽記載等のある有価証券報告書等の提出者に係る賠償責任について、損害

賠償の請求権者に有価証券を処分した者を加えることとするほか、提出者が故

意又は過失がなかったことを証明したときには賠償の責めに任じないこととす

る。                  （金融商品取引法第 21 条の２関係） 

⑵ 発行登録書に参照書類の提出期限が記載されている場合であって、当該参照

書類が当該提出期限までに提出された場合には、訂正発行登録書の提出を不要

とすることとする。          （金融商品取引法第 23 条の４関係） 

⑶ 大量保有報告書等の提出の要否の基準となる保有株券等の総数から、自己株

式を除外することとする。    （金融商品取引法第 27 条の 23 第４項関係） 

⑷ 大量保有報告制度における短期大量譲渡報告の記載事項から、僅少な株券等

の譲渡先に関する事項を除外することとする。 

（金融商品取引法第27条の25第２項関係） 

⑸ 大量保有報告書等の提出日の前日までに新たな提出事由が生じた場合につい

て、当該新たな提出事由に係る変更報告書を当該大量保有報告書等と同時に提

出することを求める旨の規定を削除し、当該新たな提出事由が生じた日から５

営業日以内の提出を求めることとする。 

（金融商品取引法第27条の25第３項関係） 

⑹ 大量保有報告書等が開示用電子情報処理組織を通じて提出された場合には、

当該大量保有報告書等に係る株券等の保有者は、発行者に対する当該大量保有

報告書等の写しの送付を要しないこととする。 

      （金融商品取引法第 27 条の 30 の６第３項関係） 
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２．インターネットを通じた資金調達を取り扱う金融商品取引業者等に係る規制の

整備 

⑴ 金融商品取引業者等は、非上場有価証券等について電子募集取扱業務（イン

ターネットを利用する方法による有価証券の募集の取扱い等）を行うときは、

契約締結前交付書面に記載する事項のうち投資者の判断に重要な影響を与える

事項について、インターネットを利用する方法により、投資者が閲覧すること

ができる状態に置かなければならないこととする。 

（金融商品取引法第 29 条の２、第 43 条の５、第 205 条関係） 

⑵ 第一種金融商品取引業又は第二種金融商品取引業のうち非上場有価証券等に

ついての電子募集取扱業務であって有価証券の発行価額が少額であること等の

要件を満たすもののみを行う金融商品取引業者について、第一種金融商品取引

業又は第二種金融商品取引業の業規制の一部を緩和することとする。 

（金融商品取引法第 29 条の４の２、第 29 条の４の３関係） 

３．金融商品取引業者等に対する規制の見直し 

⑴ 金融商品取引業の登録取消処分に係る通知があった日から処分等を決定する

日までの間に金融商品取引業の廃止等の届出をした者等について、当該届出の

日から５年を経過しないことを金融商品取引業の登録拒否事由に加えることと

する。  （金融商品取引法第 29 条の４第１項第１号ロ、第２号ヘ・ト関係） 

⑵ 金融商品取引業者等は、金融商品取引業等を適確に遂行するため、業務管理

体制を整備しなければならないこととする。 

（金融商品取引法第 29 条の４第１項第１号ヘ、 

第 33 条の５第１項第５号、第 35 条の３関係） 

⑶ 第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は投資運用業を行おうとす

る場合における登録拒否事由として、国内拠点を有しない者等を加えることと

する。       （金融商品取引法第 29 条の４第１項第４号ロ・ハ関係） 

⑷ 第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業若しくは投資運用業を行おう

とする場合又は登録金融機関業務を行おうとする場合における登録拒否事由と

して、金融商品取引業協会に加入しない者であって、協会規則等に準ずる内容

の社内規則の作成等をしていない者を加えることとする。 

（金融商品取引法第29条の４第１項第４号ニ、第33条の５第１項第４号関係） 
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⑸ 第二種金融商品取引業者等が、ファンドに出資された金銭が目的外に流用さ

れていることを知りながら、その募集の取扱い等を行うことを禁止することと

する。              （金融商品取引法第 40 条の３の２関係） 

４．事業年度規制の見直し 

第一種金融商品取引業者の事業年度について、各月の初日のうち当該金融商品 

取引業者の選択する日から、当該日から起算して一年を経過する日までとするこ 

ととする。                 （金融商品取引法第 46 条関係） 

５．取扱有価証券の範囲の見直し 

認可協会の規則において流通性が制限されていると認められる非上場有価証 

券を取扱有価証券から除外することとする。（金融商品取引法第 67 条の 18 関係） 

６．金融商品取引所の業務の追加 

金融商品取引所が内閣総理大臣の認可を受けて行うことができる業務に、金融 

商品の取引（取引所金融商品市場における取引を除く。）の当事者を識別するた 

めの番号を指定する業務を追加することとする。 

（金融商品取引法第87条の２関係） 

７．金融指標に係る規制の枠組みの整備 

⑴ 特定金融指標算出者に対する指定制の導入 

① 内閣総理大臣は、金融指標であって、その信頼性が低下することにより、 

我が国の資本市場に重大な影響を及ぼすおそれがあるものを「特定金融指

標」として定めることとする。   （金融商品取引法第２条第 40 項関係） 

② 内閣総理大臣は、特定金融指標算出業務を行う者のその業務の適正な遂行 

を確保することが公益又は投資者保護のため必要であると認められるとき

は、当該者を「特定金融指標算出者」として指定することができることとす 

る。併せて、当該指定を受けた特定金融指標算出者に対する通知や書類の提 

出義務等について所要の規定を整備することとする。 

（金融商品取引法第 156 条の 85、第 156 条の 86 関係） 

③ 特定金融指標算出者は、特定金融指標算出業務に係る業務規程を定め、内 

閣総理大臣の認可を受けなければならないこととし、認可を受けた後は、当 

該業務規程の定めるところによりその業務を行わなければならないことと

する。               （金融商品取引法第 156 条の 87 関係） 

④ 特定金融指標算出者は、特定金融指標算出業務の休止又は廃止をしようと 



- 4 - 

するときは、あらかじめ、内閣総理大臣に届け出なければならないこととす 

る。               （金融商品取引法第 156 条の 88 関係） 

⑤ 特定金融指標算出者に対する報告徴取・立入検査、改善命令、停止命令 

及び業務移転の勧告等の監督に関する所要の規定を整備することとする。 

（金融商品取引法第156条の 89～第 156条の 91関係) 

⑵ 金融商品取引業者等による不正な算出基礎情報の提供の禁止 

金融商品取引業者等又はその役員若しくは使用人は、自己又は第三者の利益 

を図る目的をもって、特定金融指標算出者に対し、正当な根拠を有しない算出 

基礎情報を提供する行為をしてはならないこととする。 

（金融商品取引法第38条関係） 

８．新規上場に伴う規制の見直し 

  内部統制報告書に対する監査を免除する場合として、上場有価証券の発行者に

該当することとなった日から３年を経過する日までの間に内部統制報告書を提

出する場合を追加することとする。 （金融商品取引法第 193 条の２第２項関係） 

９．無体財産の没収手続の整備 

不公正取引（内部者取引、相場操縦等）又は損失補塡により犯人等が取得した

財産の没収手続について、没収の対象が無体財産である場合の規定を整備するこ

ととする。         （金融商品取引法第 209 条の２～第 209 条の７関係） 

 10．その他 

   その他所要の規定の整備を行うこととする。 

二 金融商品取引法等の一部を改正する法律の一部改正（第２条関係） 

  金融商品取引業者等に対する規制の見直し及び事業年度規制の見直しに伴い、所

要の規定の整備を行うこととする。 

（金融商品取引法等の一部を改正する法律第３条、附則第３条関係） 

三 金融機関の信託業務の兼営等に関する法律、農業協同組合法、消費生活協同組合

法、水産業協同組合法、中小企業等協同組合法、協同組合による金融事業に関する

法律、投資信託及び投資法人に関する法律、信用金庫法、長期信用銀行法、労働金

庫法、銀行法、不動産特定共同事業法、保険業法、農林中央金庫法、信託業法及び

株式会社商工組合中央金庫法の一部改正（第３条～第 18 条関係） 

  金融商品取引法の無体財産の没収手続の整備等に係る改正に準じて、所要の規定
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の整備を行うこととする。 

四 その他 

１．施行期日 

  この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行することとする。ただし、次に掲げるものは、それぞれ定める日と

することとする。 

  ① 金融商品取引所の業務の追加に係る規定 公布の日 

  ② 事業年度規制の見直し及び無体財産の没収手続の整備に係る規定 公布

の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日 

（附則第１条関係） 

２．経過措置等 

   ① 所要の経過措置等を定めることとする。 

   ② 金融商品取引法の改正に伴い、関係法律の改正を行うこととする。 


